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≪自分の指導現場で行っておきたいこと≫ 

 

１．運動指導者が心得ておくべき災害時の備え 

 

はじめに 

 

 このガイドラインにおいては、災害時に指導者が取るべき危機管理において想定されるいくつ

かのポイント（期待される役割と行動）を、時間軸にそって列挙し説明を行います。これらを活

用することによって、危機的状況下での指導者の役割を自覚し、危機管理に対しても日ごろから

高い見識を持ち、非日常的な環境の中でも適切な判断力に基づいた迅速な行動がとれるように、

共に自己研鑽を積み重ねていくことを願います。 

 

【指導者としての基本的心構え】 

 

★ セルフケアを怠らないこと 

健康づくりの指導者として、日頃からの自身の健康管理を怠らないことは当然のことです。

加えて、自己の性格や情緒的特性、長所・短所を理解し、出来るだけ well-being の状態を保つ

ことは、危機的状況下で安全管理に必要な現実検討能力を低下させないために欠かせません。

まずは安定した心身の状態を維持できるように、運動・睡眠・栄養・ストレス対策などの自己

管理に努めましょう。 

 

★ 自分の能力を知っておくこと 

災害時危機管理者としての指導者の役割は、危険を顧みずヒーローとして活躍することでは

ありません。必要最低限の危機管理ができることは当然の役割ですが、同時に自分では解決で

きない事象が発現した場合には、より適切な支援者に「つなぐ」「助けを求める」ことができる

のも、欠かせない能力のひとつです。そこで、自分の能力の限界、特性について日ごろから知

悉しておくことが大切です。 

 

★ 責務の限界を理解する 

指導者が危機管理者であると同時に、参加者と等しく被災者であるという状況下では、自分

の役割の限界を想定した上で、参加者の支援を行うことが必要です。以下に具体例を挙げてみ

ます。 

 

自分の役割は A.参加者を安全な場所まで避難させるところまでだ。 

       B.参加者と安全な場所まで避難させた後、危機的な状況を脱するまで寄り添う事だ。 

       C.参加者を安全な場所まで避難させ、家族などに引き渡すまで寄り添う事だ。 

       D.参加者を安全な場所まで避難させた後、自宅まで送り届ける事だ。 

 

指導者は災害対策の専門家ではありません。過度の責任感は無用です。よって、A.B.C.D いず

れの行動をとった場合でも、参加者が必要としている人やサービスなどに支援を引き継ぐ時が来
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ることを理解しておきましょう。 

また引き継いだ際に大切なのは、参加者が「見捨てられた」というような喪失感を抱かないよう

に配慮をしつつ、区切りをつける事です。同時に、指導者も適切な対応をしているにも関わらず、

「見捨てた」という罪悪感などの間違った感情を持つことがないように平常心を保つことが大切

です。 

 

【日ごろから準備をしておくこと】 

 

★ 避難訓練に参加しておくこと 

地域や職場での避難訓練への参加は、避難経路の確認や災害時に発生しうるトラブルなどを

実体験することができる唯一のチャンスです。自分には関係ないというのではなく、むしろ進

んで役割を持って積極的に参加してみましょう。 

 

★ 今災害が発生したらと想像してみる 

災害時に指導者が取るべき行動は、参加者の人数や心身の状況によっても異なります。そこ

で、新しい指導現場に臨んだ時には、「今、地震が発生したらどのように避難誘導をしたらいい

だろうか」などというように、必ず一度は災害時のイメージトレーニングをしておくことをお

勧めします。 

 

★ 健康教育と実技 

健康づくりの指導は、教室で担当している時間だけに留まりません。そこで、参加者が災害

弱者とならないようにセルフケアとして日常的にできる筋力向上の運動などを、日ごろの指導

に取り入れましょう。 

 また持病がある参加者には対しては、お薬手帳を常に持ち歩くこと、もしくは手帳などに必要

な薬とその処方についてメモをしておくことを、日ごろの健康教育において指導をしましょう。 

 

★ 携帯しておくとよい物 

指導時の災害を想定して筆者が携帯している物には、以下のようなものがあります。 

 

・ チョコレート、アメ（溶けにくいタイプを各少々。非常用食料としてだけでなく、糖尿

病患者の低血糖状態の安全管理のために常時１袋）。 

・ 懐中電灯（LED とソーラー充電タイプ。共に極小の物です） 

・ ホイッスル（避難時の誘導と救助を求める時に使うことを想定して） 

 

被災体験のない者にとって災害の記憶は、時の経過と共に薄れがちです。しかし、これから

は指導者と参加者共に、自分が被災した時を想定して、このような物を常時携帯することも検

討しておきましょう。 
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【災害が発生した時に】 

 

（１）災害発生時の参加者の安全確保と避難誘導 

災害発生時、指導者の初期行動によって参加者の安全が左右されるといっても過言ではあ

りません。よって日ごろから、以下のような事に留意をして対策を立てておきましょう。 

 

★ 地震直後において 

 「避難路を確保し避難をする」 

地震による大きな揺れを体感したら、すぐに避難路を確保します。たとえば扉がゆがんで外

に出られないといったことがないように、扉を開け放ちます。カーテンのあるところではガラ

スの飛散を防ぐためにカーテンを閉じ、シャンデリアや家具の落下などをよけられるような安

全な場所（もしくは机の下）に参加者を一時避難させます。 

次に避難誘導をする場合には、衣類やカバンなどで落下してくるものから頭を守るように指

導をします。崩れる危険の高いブロック塀や崖などはよけましょう。注意深く安全な場所へと

誘導します。慌てて靴を履くのを忘れた、杖や持参した常備薬を忘れたといったことがないよ

うに、必ず参加者に持ち物の確認を促す声掛けをしましょう。 

  

 「エレベーターは使わない」 

体感できる地震が発生した場合及び緊急地震速報を受信した場合には、「エレベーターは絶対

に使わない」禁止であることを参加者に周知徹底します。ただし、「ダメ！」とやみくもに声を

荒げるのではなく、「閉じ込められたらいけませんから、やめましょう」と穏やかに伝えます。

また、「膝が痛いから」とエレベーターを使おうとする高齢の参加者には、「日ごろの訓練の成

果を見せてください」と手を添えて励ましながら階段を一緒に登るなどの支援をします。 

 

 「参加者の点呼を繰り返しながら移動をする」 

避難時にはまず、参加者が全員揃っているかを確認しましょう。そして、指導者が一番前な

らばサブリーダーの役割をとれる参加者に一番後ろで構えてもらい、はぐれる者がないように

配慮します。特に高齢者や障害者の場合には、過度に不安を煽ることがないように、たとえば

手をつないでもらい、安心感を保ちながら落ち着いた行動がとれるように協力しあって避難し

ます。 

 

★ 災害直後から避難直後において 

 「正しい情報を収集する」 

被災直後は、防災情報も乏しく、混乱した状態に陥りがちです。防災無線に耳をすまし、テ

レビやラジオ、インターネット・携帯などでできるだけ正しい情報を得られるようにします。 

また未確認の情報に踊らされることがないように、平常心を保ちます。言葉も表情も穏やか

に、丁寧に粘り強く周囲の人々と関わることで、パニック状態に陥らないようにしましょう。 

 

 「安易な励ましはしない」 

まだ何が起こったかわらない状態において、「大丈夫ですよ」と安易な励ましをすることは、

得策ではありません。むしろ、「一緒に何が起こっているか確認しましょうね」というように、
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共に現実を共有する関わりと関係性を維持する事が大切です。また、言葉よりも「手を握る」

「背中をさする」など、ふれあいの中で安心感を共有する事が必要な状況ではないでしょうか。

不安なのは一緒です。よって、その時々の参加者のニーズに応じて、トイレに付き添う、着替

えを手伝うなどをしながらお互いを支え合いましょう。 

なお、脱水状態の予防だけでなく、気持ちを落ち着かせる意味も含めて水分補給は大切です。

その際、カフェインの大量摂取はかえって不安を惹起しますので控えるようにしましょう。 

 

★ 避難直後から中期まで 

 「体調に配慮をする」 

避難が短時間に終わらず、数時間もしくは数日にわたる場合、お互いに心理的に不安定な者

どうしとして指導者と参加者がどのように関わるか、ということが問題になってきます。 

精神的には過覚醒状態が明確になり、物音などに過敏に反応し、不安、焦燥感、さらに易怒

性が明確になってきます。そして、動悸、呼吸困難などの自律神経症状が顕在化する方もあり、

それによってさらに集団は不安感を募らせていくでしょう。特に、不眠が度重なってくるよう

になると、これらの症状は加速することが予想されます。その結果、喧嘩が生じることや、指

導者に怒りをぶつけるなどのトラブルも生じるかもしれません。これらのことを理解した上で、

冷静に支援を継続しましょう。 

 

（２）災害後のケア 

被災後は、日常の生活リズムが回復するまで、セルフケアを忘れないように心掛けましょ

う。たとえば、自分にも悲嘆・抑うつ・不安・不眠が出てくることに加えて、場合によって

はトラウマ状態になる可能性があることを理解しておきましょう。 

参加者と再会し、以前のような指導時間が持てたとしても、しばらくの間はまだ双方とも

に不安定な状態であることを理解し、リラクセーションやセルフマッサージなどの癒し系の

エクササイズを取り入れながら指導を行うなど、こころと身体をつなぐことにも意識を向け

た指導を行ってみましょう。 

体験した事について無理に聞き出そうとせずに、もし参加者が話をしたいのならば、時間

をとって聴いてあげることもいいでしょう。緊張感が高い、睡眠リズムが回復していないと

いった場合には、自宅でできるリラクセーションなど、セルフケアの視点からのエクササイ

ズを紹介してみます。 

なお、場合によっては運動指導をするよりも大切なのは、以前から馴染みの関係のある指

導者と参加者が「共に時間を共有する」ことであり、その場の共有のために運動指導を活用

することがあると理解してください。 

 

まとめ 

 

 いつ発生するかわからない自然災害に備えて、健康づくりの指導者も、これからは危機管理能

力が問われてきます。そんな時に、参加者を社会・心理的にも支援ができる人間性に富んだ指導

者として私たちが成長し続けていけるようになりたいと期待しています。 

 

（石井千恵） 
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２．運動指導者におけるネットワークづくり 

 

はじめに 

 

災害発生時は、急性期からエコノミークラス症候群や身体不活発による疾患が発症する可能性

が危惧されています。その予防手段として、生活活動の活性化やスポーツ・運動が重要であるこ

とはよく知られています。しかしスポーツ・運動を実践させることは、非常時の心身の状況を鑑

みても容易ではありません。 

しかし、そのスポーツや運動を、理解しやすい内容に噛み砕き、文章や口頭での解説だけでは

なく、実践を通して楽しさと共に分かりやすく伝える業務を担うのは、まさしく運動指導者です。

ただし、運動指導者が単独で、また技術だけで介入することは容易でなく、またリスクも伴うこ

とを理解しなければなりません。 

そこで、この状況下で被災者の行動を変容させるためには、健康増進を担う他職種の複合体（以

後チーム）により、各職種が相互に補完しあい対応にあたることが必要となるでしょう。そのた

めに運動指導者に求められることは、日頃から他職種と交流を持ち、信頼関係を築くとともに、

運動・スポーツの価値を醸成しておくです。そして、スポーツ・運動指導という知識と技術を、

非常時に役立たせるための道筋をつけておくことです。その道筋とは、スポーツ運動指導者どう

しが、協力し合えるネットワークを常に持つとともに、地域の構成員や健康増進を担う他職種と

もネットワークでつながっておくことです。 

本章「被災地における運動支援ガイドライン」に記されているとおり、運動指導者が専門ボラ

ンティアとして早期から被災地に支援に入る手順は、行政や関係機関からの依頼を受けることが

一般的であるとされており、今回の東日本大震災でも、他の多くの専門職がそのネットワークを

介して被災地に介入しました。 

※運動支援に関する組織的なネットワークに関しては本調査研究において提言（第Ⅰ章） 

そこで本項では、非常時に運動・スポーツによる身体的・精神的支援が活用されるために、運

動指導（支援）現場におけるネットワークづくりについて記すこととします。 

運動指導者は、一人一人が住まう地域および他地域にも広くネットワークを築くこと、そして

同業者にとどまらず周辺専門職と関係性を持ち、相互補完的に従事できるよう信頼関係を基本と

したネットワークを日ごろから構築することが求められています。これにより非常時には、早期

に運動・スポーツによる介入を実現させ、その支援の輪を効率的に広げられることが期待できる

でしょう。 

 

【運動指導者どうしのネットワークづくり】 

 

 現在運動指導には、健康・体力づくり事業財団が認定する健康運動指導士、健康運動実践指導

者を筆頭に数多くの資格が存在します。同じ資格保有者は、職場を共にしたり研修などで顔を合

わせたりする機会も多いと思いますが、日々の業務に専念するあまり交流する相手が決まってい

ないでしょうか。また研修などで集まる機会があった場合でも、お互いに交流するよう努めてい

るでしょうか。交流会が設定されていなければ、新たな出会いもなく研修を受けるだけかもしれ

ません。運動指導者どうしが、せっかく集まっているのですから、自ら声を掛け合い新たな出会
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いを求めていただきたいものです。そして、運動指導者を雇用する側や研修の主催者側は、運動

指導者どうしが交流できる場を提供するとともに、子育てや介護など様々な事情に合わせ参加し

やすい環境づくりへの配慮をお願い致します。その時は指導者個人も、与えられた機会を活用し、

それができない場合はできる方法を提案するなどの前向きな姿勢で取り組んでいただきたいもの

です。人と交流する機会は、与えられるものではなく、自ら導くものなのです。 

次のネットワークづくりのステップとして、築いた仲間との関係を介して別の運動指導資格認

定団体や他の施設へ向けて触手を伸ばしてはいかがでしょうか。現在私たちの周りには、100 も

しくはその倍以上のスポーツや運動に関する資格があると言われています。各有資格者が得意と

する手法は、多種多様に広がりそれぞれの専門性を有しており、手法が似ていることもあれば、

重なっていることもあります。しかし、すべての目的は、国民のスポーツ技能の高進や健康の維

持増進に他ならないのです。非常事態となった時には、これらすべての得意科目を持った指導者

たちが、結集し英知をもって対応しなければなりません。そのために今指導者たちができること

は、様々な手法を持つ仲間とできる限り多くの手を携えることなのです。そのためには、組織ど

うしの関係をしっかりと結ぶだけではなく、運動指導者個人が友好関係を深めることではないで

しょうか。 

 

【運動指導の周辺専門職とのネットワークづくり】 

 

① 運動指導と周辺専門職との関係の現状 

 わが国には、DMAT1という災害急性期に活動できるトレーニングを受けた医療チームがあり、医

師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構成されています。東日

本大震災において岩手県では、岩手医科大が震災直後に「岩手医科大学附属病院災害対策本部」

を立ち上げ、それ以外にも「いわて災害医療支援ネットワーク」の総括をし、また岩手県災害対

策本部に加わりバッティングする DMATなどの対応をし、初期の救命救急支援を円滑にしました2。

また、その後の避難所における活動なども統括したことから、慢性疾患治療、健康管理、衛生管

理にスムーズに移行でき、これは、一元的な体制づくりが重要であることを物語っています。こ

のように非常時においては、医療専門職における介入が主となり、その体制づくりが一元化され

ることで被災者の安心と安全を確保します。そしてこの状況は、急性期以降も引き続き医療機関

や各自治体などによって維持されるのです。よって運動指導者が介入する場合は、被災者の心身

の状況に対し細心の注意を払う必要があることから、これら医療関係者や自治体の健康増進専

門家（保健師など）との連携が必要となります。そのために今運動指導者たちができることは、

医療や健康増進など周辺専門職と信頼関係を築き、運動の価値やその業務を担う運動指導者の専

門性に対する理解を深めることでしょう。 

 現在厚生労働省では、医療に従事する多種多様な医療スタッフが協働し、患者の状況に的確に

                            
1 DMAT（Disaster Medical Assistance Team）とは「災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニングを受けた

医療チーム」と定義されている。事務局は独立行政法人 国立病院機構 災害医療センター内に設置されている。 ※

平成 13年度厚生科学特別研究「日本における災害時派遣医療チーム(DMAT)の標準化に関する研究」報告書より 

2 小林誠一郎 岩手医科大学附属病院災害対策本部本部長（岩手医科大附属病院長・形成外科学講座教授）

http://www.iwate-med.ac.jp/infomation/shinsai/message_01.html 
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対応した医療を提供することを目的に、チーム医療3を推進しています。このチームのその構成要因は、

医師、歯科医師、薬剤師、看護師、臨床工学技士、理学療法士などの国家資格者とされ、運動指導者

は含まれていません。よって運動指導者の職域は、医療に開かれているとは言い難く、医療従

事者との職務を介した交流は容易ではないのが現状です。しかし近年、介護予防や特定保健

指導においては、運動指導者の活動の場が設けられており、また次期（平成 25年度～）健康

増進施策においては健康増進を担う人材として運動指導者との連携が明記されています。こ

のことからも今後運動指導者は、医療や健康増進など周辺専門職と職務を介した交流の場を得

る可能性が高まっているのです。その機会を得た時に運動指導者は、与えられた「運動指導」と

いう担当業務だけにとどまらず他職の業務に関心を持ち、必要に応じてサポートを申し出て業務の交

流をはかることは、ネットワークづくりの第一歩となるでしょう。 

ここで、非常時の現場にも準ずる重要なこととして職務領域を改めて認識することです。

運動指導者の職務とは、ポピュレーションアプローチが主ですが、近年ハイリスクアプロー

チの領域にも介入しています。何より被災地では、ハイリスク者が急増することが予測され

ますので、それに従事する可能性は高いと言えます。しかし、運動指導者の基本とする職務

は、健康増進であり医療や福祉に単独で直接従事することではありません。運動指導者は、

医療や介護の各専門職からの指示や援助を受け、サポートやつなぎ役などであることを忘れ

てはなりません。また、精神保健の分野においても、医師を筆頭に精神保健福祉士や臨床心

理士などの専門職があり、運動指導者はその補助であることは同様です。この心理精神分野

では、スポーツや運動の効果は近年注目されており、運動指導者に対する期待は大きいため

運動指導者は、スポーツや運動効果の理解を得られるよう努めたいものです。その場合でも

職務の範疇を守り、他職種の専門性に対して理解を深め、信頼関係を築いたうえで業務に努める

ことが重要です。 

 

② 周辺専門職とのネットワークづくり 

 新潟県中越地震では、エコノミークラス症候群やたこつぼ心筋症4が問題視されたように、避難を余

儀なくされた生活環境下では、循環器疾患の危険性が高まると言われています。心臓循環器疾患に対

する運動療法として心臓リハビリテーション（以後心リハ）があります。これは、再発予防、QOL の

向上ならびに生命予後の延長に効果的であるとされており、現在その受験資格としては、医師や看護

師などの医療従事者に並び健康運動指導士が認められています5。すなわち運動指導者にとっては、唯

一医療に門戸が開かれた資格なのです。 

ここで、心臓リハビリテーションの学会や研究会に参加することは、医療に従事する運送指導者や医

療関係者とのネットワークづくりの機会が得られると言えるでしょう。 

ほかにも臨床運動療法研究会というものがあり、臨床現場の専門家が運動療法に関する研究や情報

                            
3 チーム医療とは、「医療に従事する多種多様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提に、目的と情報を共有し、

業務を分担しつつも互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供すること。厚生労働省「チー

ム医療の推進について」取りまとめ（「チーム医療の推進に関する検討会」報告書）平成 22 年 3 月 19 日 

4 相澤義房, 佐藤光, 筒井裕之, 三田村秀雄. 座談会「ストレスの多様性・外的要因と内的要因・日本から発信された

『たこつぼ心筋症』・災害時のストレスと循環器緊急疾患のあり方と循環器医の役割」. CARDIAC PRACTICE 

2007;18:75-88. 
5 日本心臓リハビリテーション学会  http://square.umin.ac.jp/jacr/ 



－194－ 

を交換しています6。そのほかにもスポーツ運動領域としては、体育学会7や体力医学会8では医療や健

康増進など運動指導の周辺専門職が数多く出席しているので、ネットワークを構築する絶好のチャン

スです。また公衆衛生学会9では、2010 年より運動指導者の専門分科会が設置され、学会未経験の運

動指導者でも気軽に参加できる機会が与えられています。ここには、運動指導者だけでなく、医療従

事者や自治体関係者などが全国各地から集まるため、日本各地の関係者と貴重な出会いが期待できる

のです。 

これらの会に参加した場合は、まず一つ目として、数多くある発表の内、自身が興味を持てる発表

演題を選択し聞きに行くことでしょう。その参加者たちは、自身の名前と職業、そして所属を名のっ

たうえで、発表したり質問したりすることで交流を重ねています。その交流の輪に加わってみてはど

うでしょうか。二つ目は、壁にポスターを張って発表する形式があります。その発表者はポスターの

前に立って、交流をしてくる人を待っていますので、興味があるポスターがあれば、質問し交流を始

めればよいでしょう。ほかにも、ワークショップや親睦会が用意されており、事前に申し込むことで

参加できます。 

  

③ 被災地に入って行うネットワークづくり  

実際に被災地に専門職として出向いた場合は、まず復旧復興事業をつかさどる地方自治体やその他

の団体に向かいます。自治体であれば健康増進課や生涯スポーツ課の責任者や担当者に挨拶をしまし

ょう。その時、直ぐにスポーツや運動指導を申し出るのではなく、サポート可能な作業があるかを尋

ね、そして与えられた範囲から関わっていきましょう。はじめは、現場の状況をじっくり観察するこ

とが重要です。被災地の関係者は、被災者への介入には細心の注意を払っています。一見何事もなか

ったように振る舞われる方でも、その奥には厳しい現実に耐えた傷が深く刻まれています。それが今

どのような状態であるかが分かるのは、常に関わり続けている地元の関係者なのです。例えば、避難

所に保健師に付いて入ったとしても、許可なく自分から話しかけたり、介入したりすることはすすめ

られません。誰に何をすればよいかは、一人一人異なります。「健康運動指導士」と名札を着けていれ

ば、被災者から「運動不足で腕の力が落ちたから、腕立て伏せを教えてほしい」と声をかけられるこ

ともあるでしょう。しかしその方は、怪我をされているかもしれませんし、高血圧の可能性もありま

す。それを知らず言われる通りにした結果、症状を悪化させてしまうかもしれません。常に関わり、

現状を把握している現地の保健師等の指示を受けて行動するようにしましょう。 

次にいろいろな作業をしていると話しかけてこられる場合がありますが、その時は聴くことに集中

しましょう。被災者が辛い経験を話す作業は、何回も繰り返されますが、同じ話をその都度聴けるだ

け人の数は足りていません。運動を伝えられなくても、話を聴くだけで十分な仕事になるでしょう。

被災者の話の中には、重要なキーワードが含まれていることがあります。そこには、地元の関係者が

聞きとれなかった情報があるかもしれませんので、細かなことでも全て報告をしましょう。運動指導

者は、関係者に「つなぐ」大事な役目があり、その行為が信頼関係の構築につながるのです。 

現在地方自治体では、特定健診・特定保健指導や介護予防の事業が進行中です。そのほかにも健康

増進に関する事業は、乳幼児から高齢者までの健康管理や病気の予防そして近年では心のケアや自殺

予防も重要になっています。このような状態で、復旧・復興を進めていくのですから現地の仕事の量

                            
6 臨床運動療法研究会 http://www.kmuhsc.net/clext/ 
7 日本体育学会 http://taiiku-gakkai.or.jp/ 
8 日本体力医学会 http://www.jspfsm.umin.ne.jp/ 
9 日本公衆衛生学会 http://www.jsph.jp/ 
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は膨大です。 

運動指導者が、現地の関係者とスムーズな協働作業を進めるためには、そのタッグを組む相手の足

並みに合わせることです。自分自身の意欲が、そのまま満たされるだけの業務が与えられるとは限ら

ず、不完全燃焼になるかもしれません。しかし、現地で働く保健師や看護師、栄養士や理学療法士な

どは、今だけでなくこれからもこの地にずっと関わっていくのです。大掛かりなイベントや、目を見

張るアイデアの提案は、確かに興味深く捉えられるでしょう。しかし、外部から介入した者は、長い

道のりの一部分を共にしているだけであることを自覚しましょう。被災地が復興するまでには時間が

かかります。ゆっくりと確実に歩み、相手がオーバーワークにならないよう配慮して従事しましょう。 

 

おわりに 

 

 近年、インターネットを介して人と人とのつながりを促進する SNS（ソーシャルネットワークサー

ビス）が盛んであり、電話やメールが不通となった非常時に交信を可能としたことでも注目されまし

た。この SNSは、現在 mixiや facebookなど複数存在し特徴も異なりますが、ネットワークづくりの

一つの選択肢であると考えられます。まだ、試したことがない方は、一度アクセスしてみてはいかが

でしょうか。 

 最後に、いかに大きなネットワークが形成されたとしても、最初の始まりは一点からです。その一

点は、特別秀でた人が始めたわけではなく、想いを言葉や形にして発信したところから始まります。

そこに新たな想いが加わり膨らみ始めるのです。自分の心に芽吹く想いがあれば、勇気を持ってその

種を蒔いてみてはいかがでしょうか。 

（梅田陽子） 


